









































































































































































1949～59 244 22 1.9 495 45 3.7
1960～70 571 52 2.6 2,781 253 7.1 46,266 4,206 6.0
1971～79 2,260 251 2.5 3,747 416 3.0 27,808 3,090 5.1
















































































































































































期 間 総 数 年 平 均 備 考
1949～59 2,381 216




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































商工部、農水産部）の在任期間政 権 時 期
次官(月数) 長官(月数) 次官(月数) 長官(月数)
第３共和国（1963.12～1972.10） 24.3 14.3 18.8 18.4
朴正熙政権
第４共和国（1972.10～1979.10） 42.0 26.5 24.0 25.1
全斗煥政権 第５共和国（1980.9～1988.2） 26.4 16.4 19.7 16.5






財務部、商工部、農水産部)政 権 期 間
官僚 軍 その他 合計 官僚 軍 その他 合計
1948.8～1956.8 6 1 5 12 7 1 23 31
構成比率(％) 50.0 8.3 41.6 100.0 22.6 3.2 74.2 100.0
李承晩政権
1956.9～1960.4 3 2 3 8 4 － 3 7
構成比率(％) 37.5 25.0 37.5 100.0 57.1 － 42.9 100.0
1963.12～1972.10 11 10 2 23 11 3 9 23
構成比率(％) 47.8 43.5 8.7 100.0 47.8 13.1 39.1 100.0
朴正熙政権
1972.10～1979.10 2 8 1 11 10 － 1 11


























































































































政 権 区 分 官僚 その他 学者 軍人 総計
第３共和国（1963.12～1972.10） 14 5 4 2 25
構成比率(％) 56.0 20.0 16.0 8.0 100.0
朴正熙政権
第４共和国（1972.10～1979.10） 12 0 0 2 14
構成比率(％) 85.7 0.0 0.0 14.3 100.0
第５共和国（1980.9～1988.2） 13 1 1?? 3 18
全斗煥政権
構成比率(％) 72.2 5.55 5.55 16.7 100.0
第６共和国（1988.3～1992.2） 18 1 1?? 0 20
盧泰愚政権
構成比率(％) 90.0 5.0 5.0 0.0 100.0
(資料)基礎資料は、青瓦台秘書室の提供。
(注)⑴は、廉弘喆であり学者として扱う。
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済部処は10ほどであるのに、秘書官のポストは平均して四つから五つに
過ぎない。そのため一部の経済部処は青瓦台から冷遇されることになる。
ある部処は秘書室に自分の部処出身の秘書官がいる反面、ある部処はい
つも冷遇され局長級の秘書官の下にある課長級の行政官１人だけの配分
を受けることもあった。
それでも経済企画院と財務部について言えば、秘書室には常に部処出
身の秘書官がいた。1963年12月から1987年12月までの期間に、経済企
画院と財務部を担当した秘書官は約18名であった。このなかでわずか３
名（すべて70年代初め）だけが経済企画院と財務部の出身官僚ではな
かった。これとは対照的に、建設部・逓信部・交通部の業務を担当した
経済秘書官は1964年３月から1979年まで11名いたが、彼らの内、一名
だけがそれらの部処の出身官僚であり、残りの秘書官は別の部処出身で
あるか軍出身であった。
すなわち複雑な専門知識を必要とする職位には専門家を、特にその分
野に関する細部的な内容を詳細に知っている専門官僚を起用したのであ
る。
要職担当者は必ずみずから評価した後に抜擢
朴大統領の用兵術に関連して、次の大統領が踏まえておくべき二つ目
の事項は、重要な人事のときには、朴大統領がみずから様々な方法で候
補者の人となりを評価した後に抜擢したことである。人を推挙するとい
う名分で、人事請託をするような場合が多いことを知り抜いていたから
である。
1969年から78年までに朴大統領の秘書室長を担当していた金正 は
回顧録で内務部・法務部・国防部などの権力部処を除いた残りの部処の
長官登用に際しては金室長が複数の候補を推薦し、そのなかから１名を
選び決定する場合が多かったと記している。1970年代から経済部処の長
官職に官僚が多数進出するようになったのには、陰に陽に金室長の影響
が大きかったものと推測される。次官の人事は長官に一任されていたと
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金正 は指摘している。
しかしこれまで見てきたように長官・次官の抜擢から青瓦台秘書官の
採用に至るまで将軍出身、官僚、専門家が一貫性をもって配合され部処
別の考慮がなされたのは偶然であったとは見ることはできない。金正
室長の飛び抜けた脚本であった可能性もあるが、金室長の性格から見て
朴大統領の意思を忠実に反映した人事原則であった可能性が大きい。重
要な経済部処の長官起用でも、金正 室長は朴大統領の意中を慎重に詮
索した可能性が大きい。
ともあれ朴大統領が重要な職位に人を用いるときは、名望ある人に直
接請うたり直接評価してみたりした人のなかから選ぶことが大部分で
あった。評価の機会はその時々にあった。偶然に会ったりすることもあ
るし、直接呼んで昼食を一緒にして、あれこれと質問してみるとか、話
しをしながら人となりを評価してみるのである。何人かが徹底討論する
なかで静かに聞きながら評価する場合もあった。朴大統領は長官にふさ
わしいまずまずの人物であれば、30分ほど話しをしてみれば評価するこ
とができたと言われている。20数年近く権力の座にあり、数百名を抜擢
してきたから、人を見る能力において達人になりえるというものである。
それにもかかわらず、朴大統領は長官にふさわしい人物を選ぶための
人物評価にひとかたならぬ努力を注いだと言われている。朴大統領は数
冊の手帳を持ち歩き、非常に細かくメモをとっていたが、人に関するメ
モもかなりあったという。人事管理の重要性を正確に理解していた大統
領であったということである。
朴大統領は人と会えば、その人の経済知識や管理能力だけではなく思
考方式も綿密に把握したようである。相手側の話を熱心に聞いて相手側
の考えを把握するのである。このようにして自分が望むことを自分に代
わって有能に遂行してくれる人を平素から見付けておき、必要な時に抜
擢したのである。 ?
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３．一元的管理体制の構築
大統領室に集中した決定権
60年代の朴大統領は経済知識を多くは習得しえない状態にあった。そ
のため張基栄と金鶴烈の二人の副総理にかなり頼ることになり、朴大統
領自身はたやすく理解できる建設事業、工場建設、農業などに関心と情
熱を傾けた。複雑で微妙な経済理論が求められる経済政策の決定よりも、
既に決定された政策を執行するための具体的な事業に努力を集中させた
のである。
しかし70年代からは朴大統領みずから直接重要な経済政策を管理し
始めた。そのための大統領秘書室の経済スタッフもかなり強化した。朴
大統領自身が複雑な経済分野に関する確実な専門知識がないために（朴
大統領は現代経済理論を体系的に学習する機会がなかった）、経済分野の
有能な専門家をスタッフとしていつでも自分の周辺におこうとしてい
た。
朴大統領が初代の秘書室長に李東元を起用したのは外交分野、特に米
国との円満な関係を築いて行かなければならない60年代初めの事情を
勘案した人事であった。それならば70年代に秘書室長に金正 を起用し
たのは、経済を直接管理するという大統領の意志を表示したということ
になる。朴大統領の政権期間に任用された秘書室長は４名であり、その
なかで重要な役割を果たした一人である李厚洛は、李東元の後任として
任命され三選改憲のときまで朴大統領の政治的な手足となって動いた。
朴大統領が経済政策管理の公式的な最高責任者である副総理にではなく
秘書室長の金正 に「経済を引き受けてくれ」と依頼したことは、大統
領の周辺にいることから少なくとも一日に一度は必ず会うことになる秘
書室長を通じて経済問題を直接的に管理しようという意思表示の現れと
見ることができる。
金鶴烈が副総理として熱心に働いた1970年までに限って見るならば、
金正 が大統領秘書室長に就任しても、経済政策管理の主役は金鶴烈副
総理であった。しかし金鶴烈副総理が癌で闘病生活をしていた1971年か
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らは、経済政策管理の実質的な権限は青瓦台に集中し始めた。相対的に
みて1971年から副総理の役割は次第に限られたものになったが、これは
既に見たように副総理が公式的に主催する経済長官会議が70年代に入
り形式化したことと同じ脈絡にある。
大統領秘書室が70年代になり経済政策管理を完全に掌握するように
なったが、これにはいくつかの具体的な事実が複合的に絡んでいる。既
に指摘したように各部処のエリート局長を経済秘書官に、そしてそれよ
りも上位の有能な次官級の経済官僚を経済首席秘書官として採用するこ
とによって、大統領秘書室は専門知識や情報、資料分析能力において経
済部処に少しも遜色するところはなかった。これに加えて大統領秘書室
だけでもちえる強みもあった。分野別の経済政策を国政全般と関連させ
て把握できるだけではなく、部処では知ることができない重要な機密事
項まで接近することができた。このようなことが重なり大統領秘書室は
部処の官僚を凌駕することができたのである。
さらに重要なことは大統領秘書室が部処と大統領の間に介在している
という事実である。大統領みずから直接政策を決定するようになれば、
この事実はさらに重要なものになる。部処は大統領が願うものが何であ
るのか、大統領がどの程度まで情報をもっているのかなどを知るために、
担当秘書官や経済首席秘書官に頼るようになる。また部処は自分達より
も大統領との接触がはるかに多い秘書の気を損ねないように努力するよ
うにもなる。このように部処が自分達の決定権を、実質的に秘書室に差
し上げてしまう傾向が現れた。この傾向は70年代に加速化した。
70年代になり経済政策の決定権及び執行権が大統領秘書室に集中す
るようになった最も大きな原因は、朴大統領が大統領秘書室に実質的な
決定を多く委ねたことにある。金正 秘書室長は1972年の衝撃的な８・
３措置??では、金龍煥などの経済首席秘書官を呼んで直接掌握し、主務部
処である財務部長官はもちろんのこと、副総理の経済企画院長官までも
が大統領秘書室の「色に染まる」有り様であった。
商工部の技術官僚に過ぎなかった呉源哲も、1971年末から８年にわた
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り第２経済首席秘書官として在任し、防衛産業育成の基本構図を組み立
てることから始まり、具体的な参加企業の選定と指導、さらに詳細な執
行に至るまですべてのことを掌握し、主務部処の商工部と関係部処を単
なる案山子にしてしまった。確かに防衛産業の育成や重化学工業の育成
は経済企画院・財務部・国防部などにすべて関連している汎国家的な大
規模事業であった。そのために商工部の力だけで推進するのは難しかっ
たであろう。しかし主務部処を後回しにして大統領秘書室において執行
過程まで直接掌握したことは、なかなかほかに例を見いだし難い現象で
ある。
さらに金正 秘書室長は経済専門家として1969年から９年以上も在
職したために、経済部処のまずまずの長官のほとんどは彼が実際に推挙
したか、もしくは推挙したという噂があるほどであった。そのために彼
が秘書室長として「経済問題を始末する」間は、長官たちは彼の視線を
意識せざるをえなかったのである。南悳祐は1974年９月に太完善の後を
引き継いで副総理となったが、金正 の秘書室長発令日に南悳祐は財務
部長官に起用されており、さらに南悳祐の後任として財務部長官となっ
た金龍煥は金正 秘書室長の補佐官を経験した人物であった。1973年か
ら商工部長官となった張禮準・崔 圭などは、金正 が秘書室長として
任命されたとき、それぞれ経済企画院次官と企画室長をしていた後輩格
の経済官僚であり、農水産部長官は金室長のもとで経済首席秘書官をし
た鄭韶永が1973年から1975年まで、その後には崔 圭、さらに青瓦台
経済首席秘書官であった張徳鎭が任命されている。
経済専門家の朴大統領
客観的な状況から見て70年代には金正 秘書室長が経済政策に関す
る限りは、すべての決定権を掌握することができたようにも見えるが、
実際にはそうでもなかったようである。金正 は経済分野に関する専門
知識を身につけており、私心がなかいために、政治資金を管理するほど
までに大統領の信任をえた。各部処の有能なエリート官僚からなる青瓦
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台秘書陣を率い、なによりも経済部処の長官・次官を掌握することもで
きた。そのため数多くの経済問題が金正 秘書室長や経済首席秘書官た
ちに委ねられることになったのである。
それでも少しでも重要な問題であると考えられるならば、いつでも朴
大統領が決定権を行使した。これには、朴大統領と金秘書室長の両方に
原因があった。まず金正 室長は常にスタッフとしての分をよくわきま
えようとしたようであるし、朴大統領は重要であると判断すれば自分自
身が直接決定しなくては我慢できない性格であったようである。そのた
めに金室長が単独で決定したくとも、重要な決定事項は朴大統領がその
ままにはしておかなかったようである。もし金室長が単独で決定したな
らば、金の室長としての寿命はそれほどには長いものにはならなかった
であろう。
70年代になって朴大統領は経済問題に対して直接決定することを強
く求めるようになったが、その大きな原因は朴大統領が経済問題に対す
る自分の判断に自信をもつようになったことにある。朴大統領は数多く
の内外の研究機関、専門家だけではなく知識人、政治人、言論、一般国
民など大勢の反対を押し切って京釜高速道路を建設した。ほとんどすべ
ての人が反対していると知りながらも、自分の判断に従って行動したの
である。浦項総合製鉄の工場建設も同様である。このように専門家の反
対を押し切って推進した60年代後半の経済開発事業が結果的に成功し
たという評価を数多くえた。そのために70年代の朴大統領は専門家の反
対を軽んじるのが常になった。
さらに朴大統領は経済分野に関する専門知識や情報を急速に自分のも
のとして蓄積するようになり、70年代には専門家に近いほどまでになっ
た。朴大統領は政権初期から年頭の部処巡視で各部処の政策方向、政策
内容、細部事業に対するブリーフィングを聞いて回り、60年代半ばから
は経済開発５カ年計画の推進結果に対する学者の評価を注意深く傾聴し
た。朴大統領の実務的な経済知識の蓄積に何よりも大きな影響を及ぼし
たのが月例経済動向報告会議と貿易振興拡大会議である。
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月例経済動向報告会議には経済閣僚、韓国銀行総裁、主要銀行長、及
び企業人、経済学者たちが参席した。朴大統領は1963年から79年まで
の期間中、欠かさずこの会議に出席したが、貿易振興拡大会議の場合も
同じであった。初めは青瓦台輸出振興会議と呼ばれたこの会議は1965年
からほとんど毎月開催され、商工部長官が輸出実績と輸出展望、さらに
当面の問題、輸出増進のための適切な政策措置などに関して報告した。
この会議で企業人は自分たちの問題に関して大統領に直接意見を明ら
かにすることができた。朴大統領は報告内容や企業人の要求事項を注意
深く傾聴し、公開の席上である会議場での発言は控えたが、企業人が当
面している緊急な問題に対しては関連部処に適切な措置を指示した。
朴大統領が経済に関するかなりの知識を蓄積することができたのは、
何よりも彼が時と場所を問うことなく学ぼうと努力したからこそであ
る。朴大統領は相当な経済知識を蓄積した70年代末に韓国開発研究院
（KDI）院長であった金滿堤に、出し抜けに国民貯蓄とは何であるのか質
問したときがあったという。ちょうどその席に入って来た金正 秘書室
長が説明をすると、朴大統領は注意深く聞いていた。金秘書室長の説明
が終わると、金滿堤院長が「何でもご存じなのに……」と笑うと、朴大
統領は「私が知っていることがなんだというのか。そのまま推測でもの
を言うのか」と言い返したと伝えられている。
このように朴大統領は自分が不確かにしか知らないことについては、
その折々に専門家に確認する謙虚な態度を見せた。朴大統領を長い間に
わたり補佐したある長官は、70年代の朴大統領が日課時間中の60％以上
を経済問題に割いていたと話すほどであった。
「人の口を借りる」戦法を駆使した徹底討論方式の政策決定
重要な経済問題をめぐり解決策に対立がある場合、朴大統領は対立す
る見解をもつ補佐官や専門家を呼び集め徹底討論をさせた後で最終決定
を下したりもした。互いに対立する見解をもった人が繰り広げる熱を帯
びた討論を黙って聞いた後に、最終決定を下すのであった。このように
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対立する話を聞いて、朴大統領は自分の意見に対する綿密な検討をあら
ためて行ってみたりもし、自分の意見のなかで不足しているとか誤った
細部の内容とかを補足・修正したりもした。さらに重要なことは朴大統
領が既に自分自身の考えを決定した後でも、このような討論をかなりさ
せたという事実である。
朴大統領は自分の決定に反対があるであろうと思うと、反対者だけで
はなく自分と意見を同じくすると思われる専門家も呼び、お互いに討論
をさせた。商工部と経済秘書室のほうで朴大統領が嫌う為替相場の引き
上げを主張してきたとき、朴大統領は為替相場の引き上げに平素から反
対している企業界の人たちと太完善前副総理を呼び集め討論をさせて、
「やはりだめだなあ」と結論を下したというエピソードもある。
このような「人の口を借りる」戦法は、平素から経済専門家の性向に
対するたえまない把握や分析があってこそ初めて可能になることは言う
までもない。意図的に自分の見解を支持する専門家を呼ばない場合にも、
朴大統領は討論の場のなかに自分の見解を代弁する人を簡単に探し出す
瞬発力を見せたりもした。経済動向報告の場で業界が不景気に対する政
府の対策を要求するや、朴大統領は金鶴烈副総理に自分の意見を代弁さ
せることもあった。
朴大統領が専門家の口を借りるという場合は、自分に不足した複雑な
経済理論をもって明快な論理を展開しなければならない場合が大部分で
あった。例えば、価格だけではなく国民所得、利子、為替の巨視的・微
視的な論理が複雑に絡まった問題が代表的である。だが朴大統領は細部
的な事業でも、このような「人の口を借りる」戦法を行使した場合も多
かった。
朴大統領の手に掌握された政策決定権
70年代の朴大統領は重要な経済問題については、場合によっては単独
で、あるいは人の口を借りながらも、いつでも自ら直接最終決定を下し
た。細部的な内容については下へ委任し秘書室が強力な決定権を掌握し
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たりもしたが、重要な問題については金正 秘書室長もまた討論の参加
者の一人の役割を果たした。もちろん金室長は討論が終わった後にも、
朴大統領に自分の意見を再び提示するのであれば、朴大統領はそれを受
け入れ、決定を覆すことも時にはあった。このような場合でも、朴大統
領は自分なりに相当熟考した後に、金室長の意見を受け入れたというこ
とである。
70年代の朴大統領は政策の大きな流れでは成長優先の経済政策基調
をとり、具体的な産業政策では重化学工業化を確固たるものとした。そ
のため重化学工業を中心とする成長優先の経済政策は誰も手をつけられ
ない聖域となったのである。このように経済政策の大きな枠組みが決定
されたならば、残された政策上の重要問題は具体的な事業に対する微視
的な決定となるが、朴大統領は微視的な決定中心の重化学工業政策も秘
書室を通じてみずから管理したのである。
４．朴大統領式の経済政策管理の限界
一糸乱れずに動いた一元的管理体制の問題点
朴大統領は重化学工業化戦略を経済的・政治的・国防上の理由から強
力に推進した。彼はこの政策の導入過程から執行過程の細部活動に至る
まで深く介入するため、これまでに前例がない臨時の専門担当組織であ
る重化学工業推進委員会を大統領秘書室内に設置した。
重化学工業化政策は公式的には商工部の管轄下にあった。だが商工部
は経済企画院や財務部にくらべて劣勢な部処であり、防衛産業と直接関
連のある国防部は余りに強大であり、商工部が相手とするには手ごわく
政策を効率的に推進することはできなかった。その理由はどのようなも
のであれ、経済企画院や担当部処の商工部ではなく、呉源哲という第２
経済首席秘書官を実質的な責任者とする組織を新たに設け、秘書室が政
策の執行までも直接管掌したのである。このような措置は極めて例外的
なものあった。
また重化学工業推進委員会を通じて、大統領が過度に介入した結果、
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副作用も大きかった。1980年代初めはもちろんのこと、80年代半ばまで
かなり批判された深刻な諸問題については、政府が重化学工業化を不注
意に推進した結果であるという指摘には一理あるようである。しかし当
時の最高水準の経済政策決定者が数年間に蓄積した専門知識を考慮する
ならば、重化学工業化の問題点は中枢的な役割を担った政策決定者の専
門性の不足に起因するものであると見ることはできない。むしろ問題の
かなりの部分は、重化学工業化に対する朴大統領の過度な執着心と「押
し付け」、そしてこれによる重化学工業化の急速な速度に起因したものと
見ることができる。
最高統治権者の大統領が詳細な事業計画にまで神経を使い、決定だけ
ではなく執行にまでことごとく口をはさみ、彼の分身と見ることができ
る秘書がすべてを掌握した。このように強力に推進するや、実務部処の
長官だけではなく、すべての官僚が一糸乱れずに動くために重化学工業
化が日々達成され、経済も急速に成長したことは事実である。
しかし急速で強力に推進されたために、現場で起きる様々な問題は上
部に正確に報告されず、推進主体の不注意による誤りは隠蔽される傾向
が強まって行った。
さらに政府の最高水準のわずか数名が国家経済全体を網羅する膨大な
事業の推進を実質的に独占していたために、その執行過程で現れる小さ
な問題の一つ一つを解決するのに必要不可欠となる部処の実務官僚の専
門知識が無視されたり退けられたりして問題をさらに累積させて行っ
た。実務専門官僚が積極的に問題を明らかにし、創意をこらし解決する
のではなく、上部からの指示と命令だけを待ち、上部で関心をもつよう
な目に見える物量中心の成果にもっぱら執着する傾向がはなはだしく
なった。
大転換のための試み
極度の権威主義体制のなかで国会や外部からの参加を排除したまま、
大統領の考え通りに動く補佐官によって一方向のみにひたすら疾走する
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政策管理方式は70年代末に近づくにつれ、ついに限界点に達するように
なった。このような一元的な政策管理方式は、膨張一辺倒の高度経済成
長の継続から内実ある経済安定化に政策転換が必要な時点に至っても、
政策の果敢な転換を不可能にする最大の障害となった。これこそが朴大
統領式の経済政策管理がもつ最大の弱点であると同時に、将来の大統領
にも教訓となるものである。つまり大統領は経済に関与するが、慎重に
ならなければならないという教訓を伝えている。
朴大統領は、なぜ安定優先の政策への大転換を、自らなしえなかった
のか。確かに朴大統領は政策転換のためにかなりの努力はしていたが失
敗したのである。
政策転換の決定的な契機は1978年12月の国会議員選挙であった。野
党の新民党は与党の共和党よりも1.1％多い得票率を達成し、朴政権は
維新体制の発足以後、最大の政治的な試練を経ることになった朴大統領
は、金正 秘書室長も含め経済政策の中核をなしていた経済企画院長官
兼副総理の南悳祐、財務部長官の金龍煥、農水産部長官の張徳鎭のいず
れも退陣させ、秘書室長に経済専門家ではない金桂元、そして副総理に
申 を抜擢した。
申 は50年代末、李承晩政府で経済を総括した復興部長官を歴任し
経済安定政策を推進し物価を安定させた人物であった。このような人物
が抜擢されたことで、多くの人は朴大統領がこれまで強力に自ら主導的
に推進してきた膨張主義的な成長優先の経済政策基調を、正反対の安定
基調に転換するものと期待した。
このような期待は果たして正しかったのか。10数年近く重化学工業を
中心に成長一辺倒で押し進めてきた朴大統領が、当時の経済問題を解決
するための劇的な方向転換を決断することができたのか。この疑問につ
いては、今もって二つの主張が対立している。
政府主要人事がなされた当時の状況からすると、朴大統領が実際に政
策基調の大転換をはかろうとしたという主張のほうが説得力あるものと
見られる。第一に、朴大統領の人事管理の手法から見て、申 が安定
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論者という事実を知らずに起用したなどということはありえないことで
あるし、また相当に我を張る官僚であることも知っていたであろう。副
総理に起用される少し前に申 は保健社会部長官に在任しており、朴
大統領が主催した国務会議において申長官が立案した医療保険制度が時
期尚早という理由で否決される雰囲気に追い込まれると、この制度が採
択されなければ長官職を辞退すると述べ、これを受け入れるようにした
ことがある。
第二に、朴大統領は当時の経済問題が深刻であり、民心が政府から離
れているという情報を中央情報部・国軍保安司・警察など様々な情報網
を通じて聞いていた。金正 室長は回顧録のなかで、中央情報部長の金
載圭と警護室長の車智澈の間で、総選挙敗北の責任を負い経済政策の核
心人物であった金室長が退かなければならないという合意を見たようで
あると指摘している。
第三に、総選挙の敗北による問責性の政府主要人事とは言っても、選
挙責任者であった金致烈内務部長官は法務部長官に横滑りしており、し
かも国務総理は留任している。これに反して、交通・建設などの経済部
処の長官、さらに朴大統領の忠実な補佐官であり経済政策の核心人物（秘
書室長・副総理・財務部及び農水産部長官など）はすべて辞任させたの
である。朴大統領の平素の人事スタイルから見て、選挙に失敗したとい
う理由だけで自分が大事にしてきた経済政策上の核心的な補佐官を一遍
に辞任させることはなかったであろう。
第四に、何よりも重要な事実は２、３カ月前に、つまり国会議員選挙
のかなり以前に既に申 に副総理の起用意思を明らかにし準備せよと
の指示を朴大統領が直接行っていたという事実である。朴大統領は経済
問題の深刻性を既に知っており、選挙とは切り離し、これを収拾する意
思があったということになる。さらに副総理の起用計画を誰にも知らせ
ずに、しかも金正 秘書室長にも話をせぬようにと申 に命じたと言
われている。これは自分の起用方針が事前に漏れるならば、拒否しよう
とする勢力が反対工作をなすことを憂慮し、秘密を守ろうとする朴大統
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領特有の細心な人事管理方式として知られているものである。南悳祐副
総理に代わり、申 を起用するという計画を金正 室長（政治資金の
管理まで任せるほどに信任していた）にまで秘密にしたのは南悳祐副総
理だけではなく、彼と緊密な金室長まで辞任させる意思であった可能性
が大きい。
要するに、朴大統領は自分が深く関与して推進してきた経済政策をみ
ずから大きく転換させようという意図があったのである。
失敗した自己修正的方向転換
しかし申 が副総理の業務を本格的に始めてから現れた状況は、朴
大統領の最初の意図とは大きく違うものであった。
1978年前後の経済問題は大きく見て二つあった。すなわち急激に膨張
する重化学工業の問題と深刻なインフレーション問題である。当時、金
正 室長を中心にした経済核心主体は、直接的な価格統制を通じてイン
フレーションを収拾しようと努めた。しかし公示価格と実際の市中価格
との間に大きな格差があったために、流通部門は活況を呈する反面、生
産はむしろ萎縮する可能性があった。
新たに登場した申 副総理の経済チームは、価格統制を撤廃し、価
格の現実化、すなわち市場機構による根本的な問題解決をはかろうとし
た。それだけではなく、過剰に膨張する重化学工業の規模を縮小し業種
間の優先順位を調整して、重複・過剰投資問題の解決のために企業間の
統廃合をはかろうとした。
しかしこのような政策転換の試みは至るところで反対にぶつかるよう
になった。価格現実化は短期的には公示価格より30％から40％の物価上
昇をもたらすことになり（実際の市中価格にくらべてかなり上がったの
ではないが）、朴大統領はこれに不安を感じざるをえなかった。農産物価
格安定のための農産物輸入に対する農民の抵抗にも容易ならぬものが
あった。重化学工業の投資調整は関連業界の反対で失敗することになり、
重化学工業の縮小調整、優先順位の再安定による構造調整などは倒産の
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危機に直面した業界の猛烈な反対にぶつかった。経済部処のなかでは商
工部の反対が強力であった。
何よりも注目すべきは朴大統領自身の態度である。朴大統領は経済政
策の核心人物を辞任させながらも、重化学工業を担当した商工部長官や
核心的な推進責任者であった呉源哲経済第２首席秘書官を1978年末の
政府主要人事でも留任させている。それだけではなく、その少し後には、
辞任させた南悳祐副総理さえも青瓦台経済特補として再び呼び戻し、成
長政策基調を放棄しないことを間接的に示唆したのである。
このようにして成長優先の政策基調を安定優先に転換させようという
申 副総理チームの努力は、とてつもない試練を経ることになる。農
家住宅改良事業の縮小をめぐる申副総理と朴大統領の対立は、その代表
的な例である。農村生活の環境改善のために朴大統領は1979年に９万戸
の農家住宅新築を計画していたが、セメントを始めとした建設資材の価
格と建設労賃の上昇、さらに財政負担のために、申副総理がこれを大幅
に縮小すると主張し激烈な論争となった。自己の主張を曲げない申副総
理に、朴大統領は机をたたいて自分の所信に基づく事業であると声を荒
げることが幾度も繰り返されたと言われる。申副総理が外国に出張して
いる間に、南悳祐経済特補が中心となり申副総理の決定を覆す場合も
あった。
なぜこのようなことになったのか。なぜ朴大統領は核心的な経済補佐
官を辞任させて安定論者として知られる申副総理を起用しておきながら
も、申副総理の政策転換を事あるごとに阻止しようとしたのか。経済政
策の大転換に関する、これまでの主張と事件を総合するならば、次のよ
うな結論を出せる。
第一に、朴大統領は当時のインフレーションなど経済問題が深刻であ
るために、何か経済安定のために新たな措置が必要であると判断したこ
とは間違いない。
第二に、具体的に何をしなければならないのか分からない状態のなか
で申副総理を起用したのであって、申副総理が提示する措置の一つ一つ
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が、すべて朴大統領自身が愛着をもって推進してきた執念の事業を縮
小・撤廃するものであったために、これを阻止しようとしたのである。
すなわち総論では合意はあったが、各論では合意はなかったのである。
第三に、学界、経済官僚、KDIなどの専門家の間には安定基調に進ま
なければならないという主張はあったが、反対に業界や、これまでの経
済政策を主導してきた高位の経済官僚のなかには成長基調の持続を強力
に主張する人が多かったことである。そのためにこちらの話を聞けば成
長優先が良いと言うし、あちらの話を聞けば安定化に向かわなければな
らないと言うということで、朴大統領自身が右往左往した側面もある??。
この時期は朴大統領の政権期間のなかで、初期の60年代初めを除き、唯
一経済政策が一貫性を失い漂流した時期なのである。
第四に、業界が申副総理の安定化政策のために潰れると訴え??、朴大統
領がそのときまで取り結んできた財界との関係（悪く見れば政経癒着）
のために、政策転換には政治的な負担が大きかった。
結局、朴大統領は何かを変えなければならないと考えながらも、愛着
と執念をもって推進してきた政策事業や政策基調を自分の手で変えるの
は難しかったのである。
大転換は次の政権の課題に
このような結論には反論がありうる。静かに人の話を注意深く聞き、
寡黙で緻密なうえに頭脳が優秀で状況判断に飛び抜け、決断力がある朴
大統領がさらに政権の座にあったならば、何か画期的な措置を取ってい
たであろうという主張がある。例をあげれば、あれほどまでに愛着をもっ
ていた農家住宅改良事業も当初の９万戸建設の計画を、結局は申副総理
の主張通りに３万戸に最終的に縮小決定されている。
しかしこのような縮小決定は、当時の状況ではとても理解しがたいほ
どに困難な過程を経た後に成し遂げられたということも考慮しなければ
ならない。申副総理が最初９万戸建設に反対したとき、朴大統領が声を
荒げて机をたたき怒った。次の会議で朴大統領は６万戸にすればどうな
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のかと、かなりの譲歩を示す提案をしたが、申副総理があらためて３万
戸と主張すると、最初よりもさらに怒って「お前とは仕事を一緒にでき
ないない」と声を張り上げたという話も伝わっている。結局は朴大統領
が３万戸に譲歩したのであるが、当時の朴大統領のカリスマ性や全般的
な状況を知っている人達にとっては、このような事実を聞かされても初
めはなかなか信じられない出来事であると言わざるをえない。
このような事件がありえたのも、申 が50年代末に復興部長官とし
て経済を管理したことがあり、彼なりの経済安定政策に対する所信が確
固としてあっただけではなく、彼の心臓が強く、何よりも申副総理に対
する朴大統領の平素の信頼が厚かったからである。しかし申副総理のよ
うな人が何人もいるというのではないし、いくら申副総理であっても経
済政策全般にわたって重要な政策や事業ごとに、あのように朴大統領と
争って勝つことなどはできなかったであろう。
このように70年代末に韓国経済を危うくした問題を根本的に治癒す
るための経済政策の大転換は、結局は朴大統領の死後に登場する新しい
政権の課題に委ねられることになった。長い間蓄積した企業との太い関
係がなく、既存の政策方向や政策内容、及び事業に深く介入することも
なく、それゆえに心理的愛着や執念がないだけに、そのような政策を信
じ従ってきた追随者に対して政治的負担がないどころか、核心的な官僚
の腐敗や財閥に対して漠然とした敵対感さえもった新たな政権が現れ、
大鉈をふるい経済安定化政策に向け大きな転換を進めることになる。こ
れは、次の全大統領政権のところで論じられよう。
５．次の大統領が学ばなければならない教訓
朴大統領は政治的側面で多くの批判を受けてきた。しかし彼が奇跡的
な経済成長の主役であったことは誰も否定しえないし、彼の経済政策管
理も卓越したものと言われている。だが彼も人間であるために完璧な管
理者ではなかった。
彼は産業化、輸出主導、重化学工業推進などについて、彼なりの長期的
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なビジョンと設計をもっていた。経済に対する統治哲学が確固として
あったのである。有能な人材を抜擢し自分を補佐させて、行政府を中心
に経済政策を決定・執行し、国民を率い無から有を創造したのである。
しかし高度経済成長の影には無数の問題が山積していた。本書では取
り上げなかったが、階層間・地域間の富の不均衡問題だけではなく、環
境問題もその影のなかで累積していた。ここで論じた経済政策管理の側
面だけを見ても、様々な限界点があった。特に跳躍段階の高度成長後期
に現れる問題を克服するための経済構造の再調整と必要な政策転換にお
いて限界が露呈した。政策転換に必要な透徹した経済理論を朴大統領が
もちあわせない状態において、彼自身の直接介入で構築された一糸乱れ
ない管理体制が、それ自体の惰性によって政策転換を困難にする難関と
して登場したのである。
朴大統領の経済政策管理において、次の大統領が学ぶことができる教
訓は何か。これに対する解答は、たやすく提示することはできない。全
大統領と盧大統領の政策管理もともに比較してみてこそ初めて明らかに
なるだけではなく、今は朴大統領の統治時代とは経済規模と経済構造、
政治状況、社会状況が余りに異なるためである。
しかしこのような制約にもかかわらず、これまで論じたことを通じて、
いくつかのことを指摘できる。
第一に、大統領が複雑で煩わしい経済政策を管理するためには有能な
人材を幅広く、そして積極的に抜擢しなければならない。
第二に、このためには大統領みずからある程度の長期的ビジョンをも
つとか、さもなければこれに代わる制度的装置を工夫しなくてはならない。
第三に、経済政策全般にわたり明確な方向をもち、細心の注意をもっ
て管理体制を構築しなければならない。
第四に、しかし余りに細密な執行内容にまで大統領や秘書室が掌握す
ることで官僚の専門性と能力を侵害してはならない。
このような教訓とあわせて、民主化時代に入り巨大な規模と複雑な構
造をもち開放化された経済を管理するためには、次のようなことが必要
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となる。政治と経済または政府部門と民間部門の関係の再定立、葛藤関
係にある社会的利害関係の調和、政策の調整など無数の難題を解決する
ための朴大統領とは異なる新しい経済政策管理のスタイルが必要とな
る。しかしこれらの点については、全大統領と盧大統領の政策管理スタ
イルを総合的に比較した後になる第10章の結論で論じることにする。
注
(１)パク・ユンウ「経済開発30年の幕後の主役達、大統領の経済参謀論」『月
刊オブザーバー』1982年４月号、182～196頁。金 『青瓦台秘書室』（中央日
報社、1992年）、299～397頁。
(２)1972年８月３日に発表された８・３措置は企業の資金不足を解消するた
めに私債を一定期間凍結し、金利を私債金利よりもかなり低くして支払わせた
措置であるが、私債に依存していた企業には大きな助けになった。
(３)この時期の朴大統領は経済分野だけではなく政治分野でも戸惑う場合が
多く、この𨻶に乗じて車智澈などの側近スタッフが横暴を働いた。緻密で組織
的に政治・経済を主導してきた朴大統領がこのようになったのには、いくつか
の理由があると言われている。陸英修女史が亡くなった後の心理的不安定と意
欲喪失がひどくなったこと、解きほぐすことが難しいほどに政治的状況が混乱
し維新体制が揺らぎ始めたこと、米国が朴政権に非友好的な態度をとり続ける
中で経済問題さえも深刻になったことなどがすべて重なり合い朴大統領は精
根尽き果てたと判断できる。
(４)インフレーション抑制のため重化学工業の事業体に低い金利で貸し出さ
れる巨額の政策金融を縮小・中断・回収することから、事業自体が縮小・廃棄
され、企業はかつてのような資金支援が続かないことで資金不足で苦しむよう
になった。
＊本稿の原文は『 ・ ・
―』（ソウル、韓国経済新聞社、1994年）であり、翻
訳と掲載については著者の鄭正佶教授より快諾を得ている。
?原著者紹介>
鄭正佶（ ）。1942年生まれ。慶尚南道出身。米国ミシガン大学政治
学博士。ソウル大学校行政学教授、ソウル大学校大学院長、現在は蔚山
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―
大学校総長。韓国行政学会会長、行政刷新委員会委員、政府機能調整委
員会委員長等々を歴任。
?
）
三
五
二
三
五
二
『
大
統
領
の
経
済
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
｜
?
朴
正
熙
・
全
斗
煥
・
盧
泰
愚
政
府
の
経
済
政
策
管
理
｜
?』
⑵
（
清
水
敏
行
）
